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| １人の者が、平成11年４月１日以降に元
請けとして完成・引渡しが完了した上記`

に掲げる工事の経験を有する者であるこ
と。（共同企業体の構成員としての経験は、
出資比率が20％以上の場合のものに限る。
（ただし、異工種建設工事共同企業体につ
いては適用しない。））
なお、当該経験が国土交通省が発注した
工事のうち入札説明書に示すものに係る経
験である場合にあっては、評定点合計が入
札説明書に示す点数未満であるものを除
く。
ただし、経常建設共同企業体にあっては、
構成員のうち１社の主任技術者又は監理技
術者が上記の工事経験を有していればよ
い。
また、異工種建設工事共同企業体として
の経験は、協定書による分担工事において
の経験のみ同種工事の経験として認める。

} 第１号２b}に同じ
c～Ĉ 第１号２c～Ĉに同じ

~ |Ê、Ëの評価項目について、共通仕様
書、特記仕様書及び関係法令を遵守し、一
般的な施工機械により施工（詳細は入札説
明書参照。）及び管理する方法を用いて作業
を行う者で、入札説明書等に記載された要
求要件を実現できると認められる場合に標
準点（100点）を与え、さらに|Êの工事
全般の施工計画並びに|Ëの施工体制の内
容に応じて、それぞれ加算点及び施工体制
評価点を算出し与える。

� |Êの「工事全般の施工計画」について
は、予定価格の制限の範囲内の入札参加者
のうち、内容に応じて、Ö（60点）、Õ

（45点）、Ô（30点）、Ó（15点）、Ò（０
点）により評価を行い加算点を与える。な
お、未提出である又は全ての提案が不適切
である場合は欠格とする。

^ ]|Êの評価基準の詳細は入札説明書によ
る。

_ ]|Êで求めた、工事全般の施工計画につ
いては、履行状況から、受注者の責により入
札時の評価項目の内容が実施されていないと
判断された場合は、工事成績評定を減ずるこ
ととし、５点を減ずる。

４ 入札手続等
\～` 第１号４\～`に同じ
a 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法 入札書は、電子入札システムに
より提出すること。ただし、発注者の承諾を
得た場合は紙により持参又は郵送もしくは託
送（書留郵便等、記録の残るものに限る。）す
ること。
{～| 第１号４a{～|に同じ
} 郵送等による入札の受領期限は、平成26

年８月５日12時00分 送付先は、関東地方
整備局総務部契約課契約第一係。
開札は、平成26年８月８日11時30分 関東
地方整備局総務部契約課にて行う。
なお、落札決定の日は開札の翌日（土曜日、
日曜日及び祝日は除く。）を予定する。

５ その他
\～a 第１号５\～aに同じ
b～D̂ 第１号５c～Êに同じ
Ê～Ĥ 第１号５Ĝ～Ĵに同じ

６ Summary

\～] The same with notice above (NO. 1)

^ Subject matter of the contract : Construc-

tion work of the substructure of Tokyo-

Gaikan Oizumi Junction F-ramp.

_～a The same with notice above (NO. 1)

入札公告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
本入札公告に記載の工事は、技術提案を共通化
する２件の工事を対象に、一括して公告し、審査
を実施する試行工事である。
本件の入札にあたっては、電子入札システムに
おいて２件の工事が別々に案件登録されているの
で、複数の工事に参加を希望する場合は、参加を
希望する工事毎に申請書の提出及び入札が必要で
ある。
なお、希望工事のみに申請書を提出することも
できる。
平成 26年５月 12日

支出負担行為担当官
関東地方整備局長 深澤 淳志

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 11

〇第３号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名
{ 圏央道飯沼川高架橋上部その３工事（以
下「{工事」という）

| 圏央道飯沼川高架橋上部その４工事（以
下「|工事」という）
（{工事、|工事共に電子入札対象案件）

^ 工事場所
{ 工事 自）茨城県坂東市勘助新田 至）
茨城県常総市伊左衛門新田町

| 工事 茨城県常総市伊左衛門新田町
至）茨城県常総市大生郷町

_ 工事内容
{ 工事 飯沼第７高架橋、橋種 鋼７径間
連続少数鈑桁橋、橋長 Ｌ＝252ｍ、支間
長 35•25ｍ＋５＠36•0ｍ＋35•25ｍ、幅員
11•2ｍ、床版支間長 6•5ｍ、飯沼第８高
架橋、橋種 鋼７径間連続少数鈑桁橋、橋
長 Ｌ＝ 252ｍ、支間長 35•25ｍ＋５
＠36•0ｍ＋35•25ｍ、幅員 11•2ｍ、床版支
間長 6•5ｍ、工場製作工 約930ｔ、工場
塗装工 約11¶700fl、工場製品輸送工 １
式、鋼橋架設工 １式（クレーンベント工

法）、現場塗装工 約600fl、合成床版工
約5¶700fl、橋梁付属物工 １式、仮設工
１式

| 工事 飯沼第９高架橋、橋種 鋼７径間
連続少数鈑桁橋、橋長 Ｌ＝252ｍ、支間
長 Ｌ＝35•25ｍ＋５＠36•0ｍ＋35•25ｍ、
幅員 11•2ｍ、床版支間長 6•5ｍ、飯沼第
10高架橋、橋種 鋼６径間連続少数鈑桁橋、
橋長 Ｌ＝216ｍ、支間長 Ｌ＝35•25ｍ＋
４＠36•0ｍ＋35•25ｍ、幅員 11•2ｍ、床版
支間長 6•5ｍ、飯沼第11高架橋、橋種
鋼７径間連続少数鈑桁橋、橋長 Ｌ＝
229•5ｍ、支間長 Ｌ＝29•25ｍ＋30•0ｍ＋
31•0ｍ＋42•5ｍ＋２＠32•0ｍ＋31•0ｍ、幅員
11•2ｍ、床版支間長 6•5ｍ、工場製作工
約1¶200ｔ、工場塗装工 約15¶000fl、工
場製品輸送工 １式、鋼橋架設工 １式（ク
レーンベント工法）、現場塗装工 約600fl、
合成床版工 約7¶900fl、橋梁付属物工
１式、仮設工 １式

` 工期 {工事、|工事共に契約締結の翌日
から平成27年12月11日まで。

a 使用する主要な資機材 {工事 約930ｔ、
|工事 鋼材 約1¶200ｔ

b 第２号１bに同じ
c～Ĉ 第１号１c～Ĉに同じ
D̂ 第２号１D̂に同じ
Ê 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する者に対して実施する工事完成
後の工事コスト調査において、工事コスト調
査結果の内容と、低入札調査時の重点調査の
内容が著しく乖離した場合においては、施工
体制台帳の確認やヒアリングの実施等を行
い、乖離理由を検討したうえで場合によって
は工事成績評定を減ずる試行対象工事であ
る。なお、工事コスト調査の内訳については、
工事コスト調査終了後関東地方整備局又は常
総国道事務所のホームページにより公表す
る。

F̂ 本工事において、中間前金払に代わり、既
済部分払を選択した場合には、短い間隔で出
来高に応じた部分払や設計変更協議を実施す
る「出来高部分払方式」を採用する。

Ĝ～K̂ 第１号１Ĝ～K̂に同じ
２ 競争参加資格
\ 第１号２\に同じ
] 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）に
おける鋼橋上部工事に係る一般競争参加資格
の認定を受けていること（会社更生法（平成

３ 総合評価に関する事項
\ 落札方式

{ 入札参加者は「価格」、「工事全般の施工
計画」及び「施工体制」をもって入札し、
次のÊ、Ëの要件に該当する者のうち、]

「総合評価の方法」によって得られた数値
（以下「評価値」という。）の最も高い者を
落札者とする。
Ê 入札価格が予定価格の制限の範囲内で
あること。

Ë 評価値が、標準点を予定価格で除した
数値（「基準評価値」）に対して下回らない
こと。

| 第１号３\|に同じ
] 総合評価の方法
{ 第１号３]{に同じ
| 「加算点」の算出方法は、予定価格の制
限の範囲内での入札参加者のうち、下記Ê

の評価項目の評価を行い加算点を算出す
る。また、「施工体制評価点」は下記Ëの評
価項目を評価して算出する。なお、「施工体
制評価点」の低い者に対しては「加算点」
を減ずる場合がある。
Ê 工事全般の施工計画
Ë 施工体制（施工体制評価点）

} 第１号３]}に同じ™
˜
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